


 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

若い世代の希望「安心して子どもを産み健やかに育てることができるまち」

をかなえるために 

 

 小川町では、これまで次世代育成支援対策推進法に基づき、平

成１７年３月に次世代育成支援行動計画、平成２２年３月に同後

期行動計画をそれぞれ策定以来、町の関係機関において様々な取

り組みを行い、町民の皆様方の御理解・御協力を賜りながら、各

種子育て支援施策を展開してまいりました。 

 一方、国は平成２４年 8 月に、急速な少子化の進行や仕事と家

庭の両立、子育ての孤立感と負担感の増加、児童虐待問題の深刻

化など、我が国の子ども・子育てをめぐる様々な課題を解決する

ため、子ども・子育て支援法を公布しました。また、平成２７年４月には、質の高い幼児

期の学校教育や保育の総合的な提供、保育の量的拡大及び確保、地域における子ども・子

育て支援の充実を３つの柱とする「子ども・子育て支援新制度」を創設しました。 

こうした中で、当町では、新制度に基づき「第１期小川町子ども・子育て支援事業計画」

を策定し、地域の実情に応じた教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業が効率的かつ

効果的に提供できるよう、様々な施策を計画的、総合的に推進してまいりました。 

 この度、国から示された策定指針に則り、第１期計画で取り組んでまいりました成果と

課題を点検・評価したうえで、現在の子育て世代を取り巻く子育て環境を踏まえて、第２

期の事業計画を策定いたしました。 

 第１期計画で掲げた、「安心して子どもを産み健やかに育てることができるまち」の基本

理念を継続し、家庭、地域、学校、関係機関そして企業等の皆様と連携しながら、活力あ

ふれる小川町を築いてまいります。 

 本計画の円滑な推進に当りまして、町民の皆様には今後とも尚一層の御支援・御協力を

賜りますよう、お願い申し上げます。 

 結びに、計画の策定に際して、多くの町民の皆様に「アンケート調査」等に御協力いた

だきましたほか、「小川町子ども・子育て会議」の委員の皆様に貴重な御提言をいただきま

したことに心からお礼申し上げます。 

 

  令和２年３月 

                         小川町長 松本 恒夫 
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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景 
わが国の社会全般において、核家族化の進行、価値観の多様化、就労体系や生活リズ

ムの多様化などが進んでいます。その結果、家族や親戚づきあい、身近な地域とのつな

がりなどが希薄化してきていると言われています。また、現代は、以前のような祖父母

やご近所など身近な人からの子育ての支援を得にくい状況であり、出産や育児に対する

不安やストレスは増加し、マタニティブルーや産後うつ、児童虐待など、さまざまな問

題の背景や要因となっていることが考えられます。 

国では、平成 29 年６月に「子育て安心プラン」を公表し、平成 30 年度から令和３

年度末までに女性の就業率 80％にも対応できる約 32 万人分の保育の受け皿を整備す

ることとしています。また、就学児童においても、共働き家庭等の児童数の更なる増加

が見込まれており、平成 30 年９月には、「新・放課後子ども総合プラン」を策定し、次

代を担う人材を育成するため、全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体

験・活動を行うことができるよう、放課後等に全ての児童を対象として学習や体験・交

流活動などを行う事業の計画的な整備等を進めていくこととされました。 

本町では、平成 17 年 3 月に「次世代育成支援行動計画」、平成 22 年 3 月に同計画

の後期計画、更に平成 27 年には「子ども・子育て支援新制度」に基づいた「小川町子

ども・子育て支援事業計画」を策定し、「安心して子どもを産み健やかに育てることがで

きるまち」を基本理念として、町の未来を担う子どもたちの子育てを、社会全体で応援

することを目標とし、行政だけでなく、住民・地域・事業者など地域の連携・協働によ

り、まちづくりを進めてきました。 

子どもの育ちや子育てが置かれている環境が大きく変化する中、本町においては法に

基づき、質の高い幼児期の教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業等を提供するこ

とで、安心して子どもを産み、子育てできるまちとなること、及び、SDGs※の「誰 1 人

として取り残さない」を理念に、今後より一層の子育て施策等の推進を図るため、「第２

期 小川町子ども・子育て支援事業計画」をここに策定します。 

 

 

 

 

 

 

 

※2015 年９月の「国連持続可能な開発サミット」で採択された、誰１人取り残さない持

続可能で多様性と包摂性のある社会を実現するための国際目標 
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２ 計画策定の趣旨 
本計画は、「教育・保育の事業」の「量の見込み」と「供給体制」を定めた「事業計画」

としての側面に加え、本町が安心して子育てができるまちとなるよう、その他の取り組

むべき様々な課題に対応するために策定される「次世代育成支援行動計画」としての側

面を持った計画です。 

法的には、平成２４年８月公布の「子ども・子育て支援法 第６１条」に基づく「子

ども・子育て支援事業計画」として位置づけられます。 

 

子ども・子育て支援法（抜粋） 

第６１条 

市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施

に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定める

ものとする。 

 

また、子どもと保護者を対象とし、支援するという目的が共通していることから、本

計画において、平成２９年３月に策定された「小川町子どもの貧困対策推進計画」の内

容を取り込み、一体的な計画とし効率の良い事業実施を目指します。 

 

３ 計画の期間 
本計画は、令和２年度を始期とし、令和６年度を終期とする、５か年計画とします。 
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計画
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小川町子どもの貧困対策推進計画
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４ 計画の対象 
障害、疾病、虐待、貧困、家族の状況その他の事情により社会的な支援の必要性が高

い子どもやその家族を含め、すべての子どもや子育て家庭を対象とします。 

 

５ 他の計画との調和等 
本計画は、本町の最上位計画である「第５次小川町総合振興計画」のうちの、「子ども・

子育て」に関する各論を示した計画であり、福祉の総合的な計画である「小川町地域福

祉計画・小川町地域福祉活動計画」やその他の計画とも整合性を確保しながら策定され

ます。また、前回計画である「小川町子ども・子育て支援事業計画」に位置づけた、施

策や事業の課題や評価を反映し、その内容を引き継ぐとともに、法の規定により、子ど

も・子育て支援事業に関する事項を定めるものです。また、国や県の計画や法令等とも

調和の取れたものとします。 
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第２章 子ども・子育てをめぐる本町の現状 

１ 統計からみた本町の現状 
（１）人口の推移 

 総人口の推移を見ると、平成 27 年から平成 31 年では 5 年間で 2,113 人減少し

ました。また、1 世帯あたりの人員の推移を見ると、同様の期間で 0.16 人減少して

います。本町においても、少子高齢化が進行していることがうかがえます。 

年齢 3 区分別の人口構成をみると、年少人口（0～14 歳）は、平成 31 年時点で

2,491 人（総人口の 8.3％）となっており、平成 27 年と比べ 446 人減少していま

す。 

一方、高齢者人口（65 歳以上）は平成 27 年と比べ 1,204 人増加しています。 

 

総人口と１世帯あたり人員の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年齢３区分別人口構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年１月１日現在） 

 

※2019 年は、４月 30 日までは「平成」と表記し、５月１日以降は「令和」と表記します。 
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（２）出生の動向 

出生数は、平成 27 年以降、減少傾向で推移しています。平成 30 年の出生数は 99

人となり、平成 25 年以降で、最も低い数値となりました。 

また、合計特殊出生率は、平成 27 年が近年で最も高くなりましたが、平成 28 年

以降減少傾向となり、平成 29 年では、0.83 となっています。全国や県と比べてみて

も、大きく下回っています。 

 

 

出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：埼玉県「人口動態概況」 

 

 

合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：埼玉県「埼玉県の合計特殊出生率」 
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（３）婚姻の動向 

男性及び女性の未婚率は、平成 17 年から平成 27 年にかけて男女ともに上昇して

います。年齢階級別でみると、35～39 歳の男性は、平成 17 年の 34.7％から 16.8

ポイント、女性では、19.4％から 9.6 ポイントの上昇がみられます。同様に、30～

34 歳では、男性は平成 17 年から 9.4 ポイントの上昇、女性は 13.4 ポイント上昇

をしています。 

 

男性の未婚率               女性の未婚率 

 

本町の未婚率（男性）   本町の未婚率（女性） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性 17 年 22 年 27 年 

40～44 歳 25.9% 32.5% 41.1% 

35～39 歳 34.7% 45.3% 51.5% 

30～34 歳 55.6% 62.6% 65.0% 

25～29 歳 79.1% 81.1% 81.7% 

20～24 歳 95.9% 95.3% 97.3% 

 

 

女性 17 年 22 年 27 年 

40～44 歳 8.5% 17.6% 19.7% 

35～39 歳 19.4% 24.8% 29.0% 

30～34 歳 35.7% 42.2% 49.1% 

25～29 歳 66.9% 72.0% 74.7% 

20～24 歳 93.5% 93.6% 94.0% 

 

資料：国勢調査 
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（４）女性の就業状況 

女性の就業率をみると、結婚や出産を機にいったん仕事を離れ、子育てが一段落し

た後、再び就労するという傾向が続いていることから、20 歳代半ばと 45～49 歳と

いう 2 つのピークをもついわゆる「M 字カーブ」を描いています。 

平成 17 年、平成 22 年では、年齢階級別にみると 30～34 歳がその底辺となって

いますが、平成 27 年では、この M 字カーブの落ち込みは、緩やかになっており、30

歳代ではほぼ同数となっています。 

 

 

 

女性の就業率 
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H27 女性 15.2% 65.9% 86.1% 79.3% 78.2% 81.6% 82.6% 76.5% 68.9% 

H22 女性 13.4% 61.9% 78.3% 68.5% 69.7% 73.8% 75.7% 70.5% 62.0% 

H17 女性 11.2% 63.4% 72.0% 64.2% 67.1% 69.8% 72.6% 66.9% 59.5% 

 

 

資料：国勢調査 
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（５）人口推計 

就学前児の人口推計をみると、令和 2 年から令和 6 年の 5 年間の間に、173 人減

少することが見込まれています。特に、１・2 号認定児においては、減少の割合が著

しく、同期間において 104 人の減少が見込まれており、就学前児の教育・保育の需要

量は今後大きく減少していくことが予想されます。 

 

就学前児の人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 R2 R3 R4 R5 R6 

０歳 111 105 99 94 90 

１歳 108 114 108 102 97 

２歳 141 110 116 110 104 

３歳 160 142 112 118 112 

４歳 135 164 145 115 121 

５歳 158 136 165 146 116 

６歳 148 161 139 168 149 

７歳 178 146 159 137 165 

８歳 184 182 150 163 141 

９歳 208 186 184 152 165 

１０歳 176 209 187 185 153 

１１歳 199 175 208 186 184 

資料：コーホート変化率法による人口推計 
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２ 子育て支援サービスなどの現状 
（１）保育所（園）などの状況 

①保育所（園）入所児童数 
平成 31 年の保育所（園）の施設数は、公立が 3 か所、私立が 3 か所となってい

ます。入所児童数は、平成 27 年以降やや減少傾向にありましたが、近年ではほぼ

横ばいとなっており、平成 31 年では平成 27 年に比べ 15 人減少の 457 人とな

っています。また、充足率は平成 29 年以降 100％を下回り、平成 31 年には 95.2％

となっています。 

 

入所児童数と充足率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 Ｈ31 年 

公立 

施設数（か所） 3 3 3 3 3 

定員（人） 250 250 250 250 250 

入所児童数（人） 214 216 187 186 190 

充足率（%） 85.6 86.4 74.8 74.4 76.0 

私立 

施設数（か所） 3 3 3 3 3 

定員（人） 220 220 220 230 230 

入所児童数（人） 258 259 256 270 267 

充足率（%） 117.3 117.7 116.4 117.4 116.1 

合計 

施設数（か所） 6 6 6 6 6 

定員（人） 470 470 470 480 480 

入所児童数（人） 472 475 453 456 457 

充足率（%） 100.4 101.1 94.3 95.0 95.2 

資料：子育て支援課（各年 3月 31 日現在）管外受託含む 

 

 

 

472 475 453 456 457

100.4% 101.1%

96.4% 95.0% 95.2%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

110.0%

0

200

400

600

800

H27 H28 H29 H30 H31

(

人)

合計 入所児童数 合計 充足率



第 2 期 小川町子ども・子育て支援事業計画 

‐10‐ 

②保育所待機児童数 
本町において国の定義※による待機児童は発生しておりません。 

 

※保育所入所待機児童とは（主なもの）【厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課】 

・保護者が求職中の場合については、一般に、児童福祉法施行令（昭和 23 年政令第

74 号）第 27 条（児童を保育することができないと認められる場合）に該当するも

のと考えられるところであるが、求職活動も様々な形態が考えられるので、求職活

動の状況把握に努め適切に対応すること。 

・広域入所の希望があるが、入所できない場合には、入所申込者が居住する市町村の

方で待機児童としてカウントすること。 

・いわゆる”入所保留”（一定期間入所待機のままの状態であるもの）の場合について

は、保護者の保育所への入所希望を確認した上で希望がない場合には､除外すること

ができること。 

 

 

③認定こども園の状況 
本町には認定こども園はありませんが、他市町の幼保連携型認定こども園に入所

している児童は数名います。 

 

 

 

④認可外保育施設等の状況 
本町には認可外保育施設等の施設はありませんが、他市町の家庭保育室を利用し

ている低年齢児は数名います。 
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（２）子育て支援サービスの状況 

①一時預かり事業の状況 
一時預かり事業は、平成 30 年度は３か所で実施しています。延べ利用人数は、

年度により変動がみられ、平成 30 年では 942 人と前年に比べやや減少していま

す。 

 

■一時預かり事業の利用実績 

 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 

実施施設数（か所） 2 2 2 3 

延べ利用人数（人） 1,472 1,585 1,200 942 

資料：子育て支援課 

 

 

②障害児保育事業の状況 
障害児保育事業は、平成 30 年度は３か所で実施しています。延べ利用人数は、

ほぼ一定の利用人数で推移しています。なお、近年は医療を必要とする児童の希望

もあり、受入れ体制等の課題があります。 

 

■障害児保育事業の利用実績 

 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 

実施施設数（か所） 3 3 4 3 

延べ利用人数（人） 6 7 9 8 

資料：子育て支援課 

 

③病児・病後児保育事業の状況 
病後児保育事業は、ファミリー・サポート・センターで実施しており、平成 27 年

に１件、平成 29 年に１件の利用がありました。 
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④学童クラブ（放課後学童クラブ）の状況 
放課後学童クラブは、町内９か所に設置されており、利用者は平成 30 年で 317 人

と近年では増加傾向となっています。 

 

■学童クラブ（放課後学童クラブ）の利用実績 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 

入所児童数（人） 285 286 312 317 

か所数（か所） 7 8 8 9 

資料：学校教育課 

 

 

⑤地域子育て支援センターの状況 
地域子育て支援センターは、2 か所で実施しています。 

子育てをする中で必要とする情報提供及び子育てが楽しくなるような多様な講座

を展開し、利用者は H30 年度 10,500 人を超えています。    

 

 

⑥ファミリー・サポート・センターの状況 
ファミリー・サポート・センターの活動件数は平成 30 年に 579 件となっており、

平成 29 年からやや減少しました。 

依頼会員、提供会員ともに会員数の大きな増減はありません。なお、ファミリー・

サポート・センターでは、病児・病後児預かりも実施しています。 

 

■ファミリー・サポート・センターの利用実績 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 

活動件数（延べ件数） 1258 1305 681 579 

会員数 

依頼会員（人） 145 149 139 142 

提供会員（人） 70 81 80 81 

両方会員（人） 19 18 19 18 

合計（人） 234 248 238 241 

資料：子育て支援課 
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（３）幼稚園の状況 

平成 31 年の幼稚園の施設数は、私立が 2 か所となっています。入園児童数は、平

成 27 年以降、減少傾向で推移しています。充足率は平成 27 年が最も高く 28.1%と

なっていますが、以降は減少傾向となり令和元年では 15.7％となっています。 

 

幼稚園の入所児童数及び充足率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 Ｒ１年 

私立 

施設数（か所） 2 2 2 2 2 

定員（人） 770 770 770 770 770 

入園児数（人） 216 184 156 129 121 

充足率（%） 28.1 23.9 20.3 16.8 15.7 

資料：子育て支援課（各年 5月 1日現在） 
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（４）小学校・中学校の状況 

①小学校の状況 
小学校は令和元年度では 6 校あり、児童数は 1,062 人となっています。児童数

の減少が続いています。 

 

■小学校の児童数・学級数 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 Ｒ１年 

児童数（人） 1,224 1,176 1,151 1,122 1,062 

学校数（校） 6 6 6 6 6 

資料：学校教育課（各年 5 月 1日現在） 

 

 

②中学校の状況 
中学校は令和元年度では 3 校あり、生徒数は 601 人となっています。生徒数は

減少が続いています。 

 

■中学校の児童数・学級数 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 Ｒ１年 

生徒数（人） 675 661 640 634 601 

学校数（校） 3 3 3 3 3 

資料：学校教育課（各年 5 月 1日現在） 

 

（５）障害児通園施設の状況 

障害児通園施設（児童発達支援及び放課後等デイサービス）の延べ利用件数は、増加傾

向で推移しています。 

 

■障害児通園施設の利用状況 

【単位：上段（延べ利用件数）、下段（実利用人数）】 

 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 

児童発達支援 
24 件 

1 人 

37 件 

3 人 

34 件 

3 人 

36 件 

3 人 

放課後等デイサービス 
170 件 

14 人 

173 件 

19 人 

244 件 

23 人 

253 件 

19 人 

資料：健康福祉課 
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（６）児童虐待などの現状 

①子育て支援課への相談件数 
平成 30 年度の子育て支援課への相談件数は 53 件で、そのうち、「家庭環境（虐

待）」の相談内容が全体の約 7 割程度を占めています。 

 

■相談件数の内訳 

【単位：件】 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 

家庭環境（虐待） 12 24 15 36 

家庭環境（その他） 0 14 10 1 

保健相談 0 0 0 0 

障害相談 0 2 1 0 

非行相談 0 0 0 0 

育成相談 0 6 1 13 

その他 0 7 0 3 

合計 12 53 27 53 

資料：子育て支援課 

 

②児童虐待認知件数 
平成 30 年では、前年に比べ児童虐待認知件数は大幅に増加しています。 

また、平成 30 年の児童虐待認知件数は 36 件で、「心理的虐待」が 23 件、「ネ

グレクト」が 7 件、「身体的虐待」が 5 件などとなっています。 

 

■虐待認知件数 

区分 Ｈ27 年 Ｈ28 年 Ｈ29 年 Ｈ30 年 

児童虐待認知件数 12 24 15 36 

資料：子育て支援課 

 

■平成 30 年度の児童虐待認知件数の内訳 

区分 0～3歳児 就学前児 小学生 中学生 高校生～18歳 合計 

身体的虐待 2 0 3 0 0 5 

心理的虐待 1 7 9 4 2 23 

ネグレクト 0 1 6 0 0 7 

性的虐待 0 0 0 1 0 1 

合計（件） 3 8 18 5 2 36 

資料：子育て支援課 
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３ ニーズ調査結果からわかる現状 
（１）調査概要 

このニーズ調査は、「第 2 期小川町子ども・子育て支援事業計画」の中で、確保を図

るべき教育・保育・子育て支援の「量の見込み」を小川町が算出するため、町民の皆

様の教育・保育・子育て支援に関する「現在の利用状況」や「今後の利用希望」を把

握するために実施しました。 

 

調査概要 

対象 期間 配布数 回収数 回収率 

就学前児童 H30 年 12 月 20 日～ 

H31 年 1 月 10 日 

878 472 53.8％ 

学童保育利用児童 305 236 77.4％ 
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（２）就学前児童 

①教育・保育施設の利用について 
日頃から教育・保育施設を利用している方が平日に利用している施設については、

「認可保育所」が 71.2％を占めています。 

また、今後の利用意向でも、同様の傾向となっています。 

 

平日に利用している教育・保育施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後、定期的に利用したいと考えている教育・保育施設 
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②育児休業の取得状況 
母親の場合、39.0％の方が「取得した（取得中である）」、15.5％の方が「取得し

ていない」と回答しています。一方、42.6％の方が、「働いていなかった」と回答し

ています。 

父親の場合、84.5％の方が「取得していない」と回答しています。一方、3.4％

の方が「取得した（取得中である）」と回答しています。わずかですが 1.0％の方が、

「働いていなかった」と回答しています。 

 

 

両親の育児休業取得状況 
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働いていなかった 取得した（取得中である） 取得していない 無回答
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③育児休業を取得していない理由 
母親の場合、42.5％の方が「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」と回

答しています。また、「仕事が忙しかった」と回答した方が 30.1％、「収入減となり、

経済的に苦しくなる」、「職場に育児休業の制度がなかった」と回答した方が 20.5％

と、経済的な理由や仕事を取り巻く環境を理由として挙げている方が多い傾向があ

ります。一方で「子育てや家事に専念するため退職した」が 34.2％となっており、

約 3 割の方が育児休業とは別の選択をした形になっています。 

父親の場合、「仕事が忙しかった」を選択した方が 30.3％となっています。また、

「職場に育児休業を取りにくい雰囲気があった」と回答した方が 25.4％と、職場や

仕事の環境が理由となっている回答が多い傾向があります。 

 

 

 

育児休業を取得していない理由 
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④幼児教育・保育が無償化された場合の平日の教育・保育事業の利用 
幼児教育や保育に関する無償化について、「無償化に関わらず」では保育園の希望

が多く、「無償化されるなら」では保育園より幼稚園の希望が多くなっています。 

 

幼児教育・保育が無償化された場合の平日の利用希望 
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（３）学童保育利用児童 

①放課後学童クラブに対しての要望（複数回答） 
回答者の内 46.4％の方が「現在のままでよい」、25.5％の方が「施設・設備を改

善してほしい」、16.6％の方が「定員を増やしてほしい」と回答しています。 

 

放課後学童クラブに対しての要望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②放課後子供教室の利用状況 
利用の有無を問う設問では、回答者の内 66.4％の方が「利用したことはない」、

17.0％の方が「利用したことがある」、15.7％の方が「放課後子供教室を知らなか

った」、と回答をしています。 

利用意向は、回答者の内 51.1％の方が「利用したい」、47.2％の方が「利用しな

い」と回答しています。 

 

  

放課後子供教室の利用有無       放課後子供教室の利用意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用したい

51.1%

利用しない

47.2%

無回答

1.7%

Ｎ＝235
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8.1%

25.5%

16.2%

13.2%

46.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

定員を増やしてほしい

保育時間を延長してほしい

施設・設備を改善してほしい

指導内容を工夫してほしい

その他

現在のままでよい

無回答 Ｎ＝235

利用したこと

がある

17.0%

利用したことはない

66.4%

放課後子供

教室を知ら

なかった

15.7%

無回答

0.9%

Ｎ＝235
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③子育て支援センター等の子育て相談について 
回答者のうち 37.4%の方が「子育て相談の事業は、知っている」と回答している

一方で、20.4％の方が「知らなかった」と回答しています。 

 

子育て支援センター等の子育て相談の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）就学前児童及び学童保育利用児童の比較 

①小川町における子育て環境や支援への満足度 
就学前児童の調査結果では、回答者の内 49.8％の方が「まあまあ満足」、27.1％

の方が「やや不満」、11.9％の方が「不満」、8.9％の方が「満足」を選択していま

す。 

学童保育利用児童の調査結果では、回答者の内 48.5％の方が「まあまあ満足」、

32.8％の方が「やや不満」、9.4％の方が「不満」、8.1％の方が「満足」を選択して

います。 

 

子育て環境や支援への満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

すでに利用している

6.4%

子育て相談の事業

は知っている

37.4%

相談相手が身近にいるため

に、利用しない

18.7%

不安定な状況に陥った時

は、利用したい

16.2%

知らなかった

20.4%

無回答

0.9%

Ｎ＝235

8.9%

49.8%

27.1%

11.9%

2.3%

8.1%

48.5%

32.8%

9.4%

1.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

満足

まあまあ満足

やや不満

不満

無回答
就学前児童（Ｎ＝472）

学童保育利用児童（Ｎ＝235）
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②充実してほしい子育て支援 
就学前児童の調査結果では、回答者の内 53.0％の方が「教育（保育所や幼稚園）

にかかる利用料を軽減してほしい」、44.7％の方が子どもが「安心して医療機関に

かかれる体制」を整備してほしい、41.3％の方が親子が「安心して集まれる身近な

施設の充実」をしてほしい、40.9％の方が「子どもが楽しめるイベント等の充実」

をしてほしいを選択しています。 

学童保育利用児童の調査結果では、回答者の内 66.8％の方が「教育にかかる利用

料を軽減してほしい」、45.5％の方が子どもが「安心して医療機関にかかれる体制」

を整備してほしい、37.0％の方が「子どもが楽しめるイベント等の充実」をしてほ

しい、26.4％の方が親子が「安心して集まれる身近な施設の充実」をしてほしいと

回答しています。 

 

充実してほしい子育て支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

41.3%

40.9%

53.0%

44.7%

6.1%

21.4%

12.1%

10.4%

15.0%

10.6%

2.5%

26.4%

37.0%

66.8%

45.5%

8.1%

20.9%

12.8%

7.7%

10.6%

6.8%

5.5%

0% 20% 40% 60% 80%

安心して集まれる身近な施設の充実

子どもが楽しめるイベント等の充実

教育にかかる利用料を軽減してほしい

安心して医療機関にかかれる体制

町営住宅棟への多子世帯の優先入居

企業の職場環境の改善の働きかけ

子育てについて学べる機会を作ってほしい

悩みを打ち明けられる場所を増やしてほしい

「子ども食堂」の拡充や活動を支援してほしい

その他

無回答

就学前児童（Ｎ＝472）

学童保育利用児童（Ｎ＝235）
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③充実してほしい地域活動 
就学前児童の調査結果では、回答者のうち 45.3%の方が「子どもにスポーツや勉

強を教える活動」と回答しています。次に 34.7%の方が「必要なときに、子どもを

預かる活動」、30.5%の方が子育てをする「親同士で話ができる仲間づくりの活動」

など、身近な地域での活動の充実を望んでいます。 

学童保育利用児童の調査結果では、回答者のうち 45.5%の方が「必要なときに、

子どもを預かる活動」、次に 43.8%の方が「子どもにスポーツや勉強を教える活動」、

23.0%の方が子育てに関する「悩みについて気軽に相談できる活動」と回答してい

ます。 

 

充実してほしい地域活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

30.5%

27.8%

34.7%

45.3%

27.1%

23.7%

12.3%

3.6%

2.5%

5.1%

1.3%

18.7%

23.0%

45.5%

43.8%

15.7%

15.7%

16.2%

5.1%

9.4%

6.4%

3.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

親同士で話ができる仲間づくりの活動

悩みについて気軽に相談できる活動

必要なときなどに、子どもを預かる活動

子どもにスポーツや勉強を教える活動

地域の伝統文化を子どもに伝える活動

子どもと遊んであげる活動

子育て家庭の家事を支援する活動

その他

特にない

わからない

無回答

就学前児童（Ｎ＝472）

学童保育利用児童（Ｎ＝235）
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④子育てしやすいまちづくりのための最も重要な施策 
就学前児童の調査結果では、回答者の内 41.7％の方が「子育てへの経済的支援の

充実」、38.8％の方が「小児医療体制の充実」、35.0％の方が「乳幼児の遊び場（公

園や児童館など）の整備」、を選択しています。 

学童保育利用児童の調査結果では、回答者の内 45.1％の方が「子育てへの経済的

支援の充実」、43.4％の方が「学童クラブ（学童保育等）や放課後子供教室の充実」、

37.0％の方が「小児医療体制の充実」、22.6％の方が「子育てしながら働きやすい

職場環境の整備」と回答しています。 

 

子育てしやすいまちづくりのための最も重要な施策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

22.5%

38.8%

35.0%

8.5%

9.1%

22.5%

10.6%

26.3%

12.1%

25.8%

4.2%

1.5%

41.7%

4.4%

0.4%

2.5%

14.9%

37.0%

17.0%

7.2%

7.2%

14.9%

1.7%

43.4%

21.7%

22.6%

3.8%

3.0%

45.1%

2.1%

2.6%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

母子保健サービスの充実

小児医療体制の充実

乳幼児の遊び場の整備

地域の子育て支援活動への支援

子育てに関する相談や情報提供の充実

保育園等の充実圏

幼稚園等の充実層

学童クラブや放課後子供教室の充実

小中学生の心身の健やかな成長への支援

子育てしながら働きやすい職場環境の整備

家庭内における子育てへの参画の促進

児童虐待対策の推進圏

子育てへの経済的支援の充実

その他

特に必要なものはない

無回答

就学前児童（Ｎ＝472）

学童保育利用児童（Ｎ＝235）
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⑤これからの小川町での居住希望 
就学前児童の調査結果では、回答者の内 82.6％の方が「暮らしたい」、11.0％の

方が「他の市町村で暮らしたい」、0.8％の方が「他の市町村で暮らしてから、小川

町に戻ってきたい」と回答しています。 

学童保育利用児童の調査結果では、回答者の内 77.4％の方が「暮らしたい」、

13.2％の方が「他の市町村で暮らしたい」、0.4％の方が「他の市町村で暮らしてか

ら、小川町に戻ってきたい」と回答しています。 

 

今後の小川町での居住希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82.6%

0.8%

11.0%

5.5%

77.4%

0.4%

13.2%

8.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

暮らしたい

他の市町村で暮らしてから、小川町に戻ってきたい

他の市町村で暮らしたい

無回答
就学前児童（Ｎ＝472）

学童保育利用児童（Ｎ＝235）
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４ 第 1 期子ども・子育て支援事業計画の進捗状況 
（１）定量的目標事業量の進捗状況 

平成 27 年３月に策定した「小川町子ども・子育て支援事業計画」において、国か

ら定量的目標事業量の設定が求められていた項目の進捗状況は以下のとおりです。 

 

事業名 単位 
H30 年度 

実績値 

H31 年度 

量の見込 

H31 年度 

確保の方策 

教
育
・
保
育
事
業 

幼稚園・認定こども園 

（1 号及び２号認定、３～５歳児） 
人 122 319 770 

保育園（所）など 

（２号認定、3～5 歳） 
人 287 328 338 

保育園（所）など 

（３号認定、0 歳） 
人 17 13 16 

保育園（所）など 

（３号認定、１、２歳） 
人 115 103 116 

地
域
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
事
業 

利用者支援事業 か所 1 1 1 

地域子育て支援拠点事業 延人 1,104 900 900 

妊婦健康診査 人 99 142 142 

乳幼児家庭全戸訪問事業 人 84 142 142 

養育支援訪問事業 人 30 40 40 

子育て短期支援事業 延人 0 0 0 

ファミリー・サポート・センター事業 延人 573 560 560 

一時預かり事業（幼稚園） 延人 16 3,647 3,700 

一時預かり事業（幼稚園以外） 延人 1,472 982 990 

時間外事業 人 510 62 80 

病児・病後児保育事業 延人 - 10 10 

放課後児童健全育成事業 人 317 264 300 
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（２）量の見込み以外の主な事業の状況 

ココット（小川町子育て総合センター）は、地域における子育て支援の拠点施設と

して平成３０年４月にリニューアルオープンし、妊娠前から子育て期まで切れ目のな

い支援体制の充実を目指し、子育て支援課業務、子育て支援センター事業、ファミリ

ー・サポート・センター事業を行っています。 

子育て支援課業務では、児童手当やこども医療費など子どもに関する助成に係る事

務及び保育園に関する事務について庁舎から移転するとともに、母子保健事業につい

て乳幼児健康診査や各種相談事業等を健康福祉課（パトリアおがわ）から移管し、総

合窓口として子育てに関するワンストップサービスを提供しています。また働く保護

者の利便性に配慮し、土曜日も開庁しています。 

子育て支援センター事業は、子育て親子の交流や子育てに関する相談、各種子育て

講座、一時預かりなど豊富なメニューについて一括外部委託し、事業展開しています。

毎月のべ約 1,000 人の来館があり、リニューアル前に比べ 200～300 人の利用増

となっています。 

ファミリー・サポート・センター事業は、子育てを地域で相互援助する組織として、

育児の援助を受けたい利用会員と行いたい提供会員についてコーディネーターが仲介

して支えあっています。ココットの開設と同時に委託から直営としたことから、子育

て支援担当・総合保育担当・母子保健担当とより緊密な情報共有が図れるようになっ

ています。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 
「小川町 子ども・子育て支援事業計画」では、「安心して子どもを産み健やかに育て

ることができるまち」を基本理念として掲げ、次代を担う子どもたちの成長を願う取り

組みに努めてきました。 

本計画においてもその基本理念を継承し、子どもたちが本町の豊かな自然のなかで健

やかにのびのびと育ち、親が楽しく安心して子育てをしながら自らも成長し、地域の温

かいまなざしと支え合いのできるよりよい子育て環境を目指します。 

また、SDGs の「誰 1 人取り残さない」を理念に計画を推進していきます。 

 

 

第２期小川町子ども・子育て支援事業計画の基本理念 

安心して子どもを産み健やかに育てることができるまち 

 

 

 

２ 基本的な視点 
本計画の基本理念を実現するための視点として、小川町子ども・子育て支援事業計画

の視点を継承し、次の 6 つの視点を重視した取組みを展開します。 

 

①子どもの視点 
子育て支援サービスなどにより影響を受ける子どもの幸せを第一に考え、子ども

の利益が最大限に尊重され、そして、特に子育ては男女が協力して行うべきものと

いう視点に立った取組みを行います。 

 

②次代の親を育成するという視点 
子どもはやがて次代の親となるものとの認識のもとに、豊かな人間性を形成し、

自立して家庭を持つことができるように、長期的な視野に立った子どもの健全育成

のための取組みを進めます。 

 

③子どもと家庭を地域社会全体で支援するという視点 
子育ての一義的な責任は父母その他の保護者にあるとの基本的認識のもとに、子

育て支援は国及び地方公共団体はもとより、企業や地域社会を含めた社会全体で協

力して取組むべき課題であることから、さまざまな担い手の協働のもとに取組みを

進めます。 
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④すべての子どもと家庭を支援するという視点 
子育てと仕事の両立支援のみならず、子育ての孤立化などの問題をふまえた、広

くすべての子どもと家庭への支援という観点からの施策を推進します。また、社会

的養護を必要とする子どもの増加や虐待等の子どもの抱える背景の多様化等の状況

に十分対応できるよう支援体制について、質・量ともに整備を進めます。 

 

⑤仕事と生活の調和実現の視点 
結婚や出産・子育てに関するニーズに応えるために、働き方の見直しを進め、仕

事と生活の調和の重要性を理解し、その実現に向けて、町民一人ひとりをはじめと

して、国及び地方公共団体や企業等の関係者と連携をしながら本町全体の運動とし

て取組みを進めます。 

 

⑥地域特性の視点 
人口構造や産業構造、さらには社会資源の状況など地域の特性はさまざまである

ため、利用者のニーズ及び必要とされる支援策も異なることから、本町の特性をふ

まえた主体的な取組みを進めます。 
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３ 計画の基本目標 
本計画の基本理念を実現するため以下の 3 つの基本目標を設定します。 

 

基本目標１ 幼児期の教育・保育、及び地域における子育て支援 

保護者や将来の保護者が、本町でのびのびと安心して楽しんで育児ができるよう、地

域での子育て支援の一層の充実を図り、保護者の出産や育児に関する不安を軽減させて

いくことが必要です。子どもを安心して産み、ゆとりをもって育てられるよう、子育て

家庭が地域の支え合いを感じながら子育てができるよう地域における子育て支援を推進

します。 

また、本町の子どもたちが社会でのびのびと、健やかに成長できるよう、家庭はもと

より、学校・地域とも連携・協力し、子どもの心身ともに健やかな育成を図るための、

教育環境づくりを推進していきます。 

 

 

基本目標２ 専門的な知識や技術を要する支援 

子どもの心身の発達・発育に長期間にわたり大きな影響を及ぼす著しい人権侵害であ

る児童虐待は増加しており、深刻な社会問題となっています。このため、地域の見守り

や関係機関・団体等との連携を図りながら、児童虐待の禁止、未然防止の強化やケア体

制の確立を推進する必要があります。また、子どもや家族の健康を確保するとともに、

子どもの年齢や状況に応じた支援や、その家族の支援など、長期的な視野を含めたきめ

細かな対応に努めます。 

さらに、「ノーマライゼーション」の理念のもとに障害児等への支援及び教育の充実を

図り、地域社会で安心して暮らせるように、総合的な施策を推進します。 

特に、近年社会問題となっている子どもの貧困に対しては、町のさまざまな事業と連

携し、子どもたちの将来に貧困が連鎖しないよう、総合的な支援を行います。 

 

 

基本目標３ 職業生活と家庭生活との両立の推進 

共働き世帯が増加し、ライフスタイルが多様化するなかで、子育てと仕事の両立を実

現するため、事業者や住民一人ひとりがその重要性を理解し、柔軟な働き方を選択でき

るよう情報提供や多様な保育サービスの充実を図ります。 

また、職場の子育て家庭に対する配慮や理解、ワーク・ライフ・バランス、各種法制

度の利用に関することを周知啓発していくとともに、男性の子育て参加を促し、家族全

体が子育てに協力し、子育てへの喜びを感じることができる環境づくりをめざします。 
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４ 教育・保育提供区域の設定 
教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供区域は、地域子ども・子育て支援

事業のうち、放課後児童健全育成事業については小学校区、その他の各事業については

町全域 1 区域とします。 

 

５ 計画の体系 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１　子育てを支援する生活環境の整備
２　仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し

基本理念   安心して子どもを産み健やかに育てることができるまち

基本目標１　幼児期の教育・保育、及び地域における子育て支援

基本目標２　専門的な知識や技術を要する支援

基本目標３　職業生活と家庭生活との両立の推進

１　教育・保育施設の充実
２　地域子ども・子育て支援事業の推進
３　子育てに関する相談、情報提供の充実
４　地域における子育て支援の充実
５　子どもの心身の健やかな成長に向けた教育環境の整備

１　母子の健康の確保及び推進
２　児童虐待防止対策の推進
３　母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進
４　障害児施策の充実等
５　子ども等の安全の確保
６　子どもの貧困対策の推進
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第４章 計画の推進方策 

基本目標１ 幼児期の教育・保育、及び地域における子育て支援 
 

子ども・子育て支援制度のもとでは、教育・保育を必要とする保護者から申請を受け

た市町村が、国の策定する客観的基準に基づき、教育・保育の必要性を認定した上で給

付します。 

給付については、都道府県が認可する認定こども園、幼稚園、保育園を通じた共通の

給付である施設型給付、市町村が認可する小規模保育事業などへの給付である地域型保

育給付により、地域の子育て支援事業の充実を図ります。 

 

 

■子どものための教育・保育給付と地域子ども・子育て支援事業等の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子どものための教育・保育給付 地域子ども・子育て支援事業

施設型給付

○認定こども園
○幼稚園
○保育園

地域型保育給付

○小規模保育事業
（定員は6人以上19人以下）

○家庭的保育事業
（保育者の居宅などにおいて保育を
行う。定員は5人以下）

○居宅訪問型保育事業
（子どもの居宅などにおいて保育を行う。）

○事業所内保育事業
（事業所内の施設などにおいて保育を行う。）

○利用者支援事業
○地域子育て支援拠点事業
○妊婦健康診査
○乳児家庭全戸訪問事業
○養育支援訪問事業
○子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
○子育て短期支援事業
○ファミリー・サポート・センター事業
○一時預かり事業
○時間外保育事業
○病児・病後児保育事業、子育て援助活動支援事業
○放課後児童健全育成事業／放課後子ども教室
○実費徴収にかかる補足給付を行う事業
○多様な主体が本制度に参入することを促

進するための事業

児童手当

子育てのための施設等利用給付
（幼児教育・保育の無償化）
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１ 教育・保育施設の充実 
 

（１）幼稚園・認定こども園（１号及び２号認定、3～5 歳児） 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の 1 号認定（3～5 歳児）の町内幼稚園への入園児数は 122 人とな

っており、定員 770 人に対し 15.8％の充足率となっています。 

◆ニーズ調査の利用意向による量の見込みを設定します。 

 

（単位：人） 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量
叏
見
込
叠 

1 号【①】 122 69 67 64 58 53 

2 号【②】 － 119 116 111 99 92 

確
保
方
策 

1 号認定

【③】 

町内 0 0 0 0 0 0 

町外 0 0 0 0 0 0 

確認を受けない幼稚園【④】 770 770 770 770 770 770 

③＋④-(①＋②) 648 582 587 595 613 625 

（参考）R1 年度定員：770 人 

 

 

２）確保の内容 

◆現状の定員は、量の見込みを上回っている状況であり、計画期間は現状定員数を確

保します。 
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（２）保育所（園）など（２号認定、3～5 歳児） 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の 2 号認定（3～5 歳児）の町内保育園への入所児童数は 287 人（町

内児童 292 人、町外受託 15 人、町外委託 20 人）となっており、2 号認定定員

338 人に対し 84.9％の入所率となっています。 

◆ニーズ調査による利用意向は、平成 30 年度の利用児童数を大きく下回っている状

況であるため、利用実績を基に平成 30 年度の入所児童数から今後の児童数の減少

を勘案し、量の見込みを設定します。 

 

（単位：人） 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量
叏
見
込
叠 

2 号認定【①】 292 256 240 225 211 198 

町外受託【②】 15 15 15 15 15 15 

町外委託【③】 20 20 20 20 20 20 

確
保
方
策 

教育・保育※1

【④】 

町内 327 327 327 327 327 327 

町外 11 11 11 11 11 11 

地域型保育       

認可外保育施設※2 0 0 0 0 0 0 

④-(①＋②-③) 51 87 103 118 132 145 

（参考）H30 年度定員：345 人 
※1：教育・保育は、認定こども園、保育所（園） 

※2：市町村または県が一定の施設基準に基づき運営費支援などを行っている認可外保育施設など 

 

２）確保の内容 

◆現状の 0 歳児から 5 歳児の合計定員は、量の見込みを上回る状況のため、合計定員

は変更しません。 
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（３）保育所（園）など（３号認定、0～2 歳児） 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の 3 号認定（0～2 歳児）の町内保育園への入所児童数は、0 歳児が

18 人（町内児童 17 人、町外受託 2 人、町外委託 1 人）、1・2 歳児が 116 人（町

内児童 115 人、町外受託 4 人、町外委託 3 人）となっており、3 号認定定員 138

人に対し 97.1％の入所率となっています。 

◆ニーズ調査による利用意向は、平成 30 年度の利用児童数よりも 0 歳児で大きく上

回っており、近年の利用実績に基づき量の見込みを設定します。 

 

（単位：人） 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量
叏
見
込
叠 

3 号認定【①】 130（16） 132（17） 132（17） 132（17） 132（17） 132（17） 

町外受託【②】 6（2） 6（2） 6（2） 6（2） 6（2） 6（2） 

町外委託【③】 4（1） 4（1） 4（1） 4（1） 4（1） 4（1） 

確
保
方
策 

教育・保育※1

【④】 

町内 138（18） 138（18） 138（18） 138（18） 138（18） 138（18） 

町外 5（1） 5（1） 5（1） 5（1） 5（1） 5（1） 

地域型保育 0 0 0 0 0 0 

認可外保育施設※2 0 0 0 0 0 0 

④-(①＋②) 2（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（0） 0（0） 

（参考）H30 年度定員：138 人(0 歳:18 人、1・2歳 120 人) 

※1：教育・保育は、認定こども園、保育所（園） 

※2：市町村または県が一定の施設基準に基づき運営費支援などを行っている認可外保育施設など 

※：表中（ ）内は 0歳児の内数。 

 

 

２）確保の内容 

◆現状の定員は、実績値等を考慮しているので、計画期間は現状定員数を確保します。 
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２ 地域子ども・子育て支援事業の推進 
 

（１）利用者支援事業 

子ども又はその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の

情報提供及び必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施

する事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆子育て支援課を窓口として、多様な教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円

滑に利用できるよう、必要な支援を行います。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（か所） １ １ １ １ １ １ 

確保方策（か所） １ １ １ １ １ １ 

 

 

（２）地域子育て支援拠点事業 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情

報の提供、助言その他の援助を行う事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の実績は、2 か所で実施し、子育て支援センターでは月平均 1,104

人、児童館では月平均 42 人の利用となっています。 

◆ニーズ調査による利用意向は、平成 30 年度の利用実績よりも下回っています。今

後も 2 か所で事業を実施し、平成 30 年度の実績ベースで見込みます。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人回/月） 1,146 1,146 1,146 1,146 1,146 1,146 

確保方策 
（人回/月） 1,146 1,146 1,146 1,146 1,146 1,146 

（か所） 2 2 2 2 2 2 
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（３）妊婦健康診査事業 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の

把握、②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医

学的検査を実施する事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の実績は、99 件となっています。 

◆計画期間中の量の見込みは、0 歳児の推計児童数とします。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人） 99 111 105 99 94 90 

確保方策 実施場所：埼玉県契約医療機関 

実施体制：小川町子育て支援課から医療機関へ委託 

検査項目：厚生労働省「妊婦健康診査の実施について」に沿って実施 

実施時期：通年 

 

 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

生後 4 か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や

養育環境等の把握を行う事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の実績は、84 件となっています。 

◆計画期間中の量の見込みは、0 歳児の推計児童数とします。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人） 84 111 105 99 94 90 

確保方策 実施体制：保健師 4 人 

実施機関：子育て支援課 
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（５）－１ 養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する指導・助言等を

行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

養育支援が必要でありながら自分から支援を求めることができない家庭を早期に発見

し、必要な訪問支援を行います。今後も継続して支援を行い、家庭での安定した児童の養

育が可能となるよう努めます。 

 

１）量の見込みの算出根拠 

◆平成 30 年度の実績は、対象児童 0 歳～就学前児童で、訪問件数が 30 件となって

います。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人） 30 30 30 30 30 30 

確保方策 実施体制：２人（助産師 1 人、保育士１人） 

実施機関：子育て支援課 

 

 

（５）－２ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業（その他要保護児童等の支援に資する事業） 

要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、子育

て支援課職員やネットワーク構成員（関係機関）の専門性強化と、ネットワーク機関の連

携強化を実施する事業です。 

 

【町の方向性】 

これまで本町では要保護児童対策地域協議会を設置し、要保護児童等（要支援児童や

妊婦を含む。）の早期発見や適切な保護や支援を行ってきましたが、近年相談件数及び相

談内容も複雑多様化していることから、要保護児童対策地域協議会の機能強化を図って

いく必要があります。 

具体的には、児童相談所をはじめとして、医療機関、警察等との連携、協力体制の強

化を図ります。庁内においては、子育て支援課、健康福祉課、学校教育課が情報共有、

連携を強化するとともに、支援を充実していきます。さらに、要保護児童対策調整機関

及び関係機関に専門性を有する職員を配置するとともに都道府県等が実施する講習会等

への参加を通じて専門性を高めます。 
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（６）子育て短期支援事業 

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった

児童について、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業（短期入所生活援助事

業（ショートステイ事業））です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆現在、事業を実施していませんが、随時対応します。 

 

２）量の見込みと確保の内容 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人日） - 0 0 0 0 0 

確保方策 実施場所：随時対応、近隣児童養護施設との利用契約により対応 

 

 

（７）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の

援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に

関する連絡、調整を行う事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の実績は、利用会員数が 160 人、サポート会員数が 97 人、活動件数

573 回/年となっており、対象児童は０歳～小学６年生までです。 

◆ニーズ調査による利用意向は、平成 30 年度の利用実績よりも下回っているので、

平成 30 年度の実績ベースで見込みます。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人日） 573 580 580 580 580 580 

確保方策（人日） 

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業を除く） 
513 520 520 520 520 520 

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業） 
10 10 10 10 10 10 

子育て援助活動支援事業 

（就学後） 
50 50 50 50 50 50 
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（８）一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼

間において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所におい

て、一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

①【幼稚園における在園児を対象とした一時預かり（預かり保育）】 

◆各園の利用者数の合計から量の見込みを設定します。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人日） 
1 号による利用 16 17 17 16 14 13 

2 号による利用 － 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 

確保方策（人日） 在園児対象型  3,550 3,550 3,550 3,550 3,550 

 

②【一時預かり事業（在園児対象型を除く）、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業を除く）】  

◆各園の利用者数の合計から量の見込みを設定します。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人日） 1,472 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 

確保方策（人日） 

一時預かり事業 

（在園児対象型を除く） 
1,452 1,480 1,480 1,480 1,480 1,480 

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業を除く） 
20 20 20 20 20 20 
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（９）延長保育事業 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間にお

いて、認定こども園、保育所等において保育を実施する事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の利用実績は、4 か所で実施しています。 

◆各園の実利用者数の合計から量の見込みを設定します。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人） 510 510 510 510 510 510 

確保の内容 
（人） 510 510 510 510 510 510 

（か所） 4 4 4 4 4 4 

 

 

（10）病児・病後児保育事業 

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時

的に保育等する事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

◆令和３年度開園予定の私立保育園１園において、病児・病後児保育を実施する予定

です。 

◆利用実績はありませんが、子育て援助活動支援事業（病児・緊急対応強化事業）に

おいても量の見込みを設定します。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

量の見込み（人日） － 40 40 40 40 40 

確保方策 

（人日） 

病児・病後児保育事業 － 0 30 30 30 30 

子育て援助活動支援事業 

（病児・緊急対応強化事業） 
－ 10 10 10 10 10 
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（11）放課後児童健全育成事業及び放課後子供教室推進事業 

放課後児童健全育成事業は、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学し

ている児童に対し、授業の終了後・長期休み中に児童クラブ、小学校の余裕教室、児童館

等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業です。 

放課後子ども教室推進事業は、放課後に小学校の余裕教室等を活用し、子どもたちの

安全・安心な活動拠点（居場所）を設け、地域の方々の参画を得て、学習活動やスポー

ツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の取組を実施することにより、子どもたちの

社会性、自主性、創造性等の豊かな人間性を涵養するとともに、子ども達が地域社会の中

で心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進する事業です。 

 

１）放課後児童健全育成事業の量の見込みと確保方策 

◆平成 30 年度の利用実績は、７運営主体で実施し、入所児童数は、低学年が 226 人、

高学年が 91 人で、合計 317 人となっています。 

◆近年の利用者数を考慮し、量の見込みを設定します。 

 

 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

①量の見込み（人） 

低学年 226 227 219 212 184 186 

高学年 91 122 101 102 103 94 

合計 317 349 320 314 287 280 

②確保方策（人） 380 380 380 380 380 380 

（参考）H30 年度定員：380 人 

 

小学校区別 H30 実績 R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 

風の子放課後学

童クラブ 

量の見込み 43 48 54 48 41 40 

定員 40 40 40 40 40 40 

第 2 風の子放課

後学童クラブ 

量の見込み 47 71 48 50 64 50 

定員 80 80 80 80 80 80 

ち び っ こ 放 課 後

学童クラブ 

量の見込み 44 40 38 44 43 40 

定員 40 40 40 40 40 40 

竹の子放課後学

童クラブ 

量の見込み 28 35 40 45 43 40 

定員 40 40 40 40 40 40 

八和田学童クラ

ブ 

量の見込み 28 34 32 26 15 20 

定員 40 40 40 40 40 40 

星の子放課後学

童クラブ 

量の見込み 42 31 23 20 12 20 

定員 50 50 50 50 50 50 

杉の子放課後学

童クラブ 

量の見込み 85 90 85 81 69 70 

定員 90 90 90 90 90 90 
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２）放課後子供教室について 

  本町における放課後子供教室は、前事業計画において「平成 31 年までに 3 か所整

備する」という点を受けて、平成 29 年度に大河小学校、同 30 年度に小川小学校、

同 31 年度にみどりが丘小学校に開設されました。 

  各小学校区にある放課後児童クラブとの連携のもと、様々な課題に直面している点

はあるものの概ね効果的に運営がなされてきています。 

   今後の整備計画については、この 3 教室の事業評価（活動の検証）を行うなかで、

他の 3 校における整備計画の検討を進める必要があります。なお、本町の小学校につ

いては、現在学校再編の検討が進められているところであり、この進捗状況を視野に

入れた検討が必要となっています。 

 

 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

保護者の世帯の所得状況を勘案して、特定教育・保育施設等に対して保護者が支払う

べき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用又は行事への

参加に要する費用等を助成し、町が定める基準に該当した場合に保護者の負担軽減を図

るため助成を行う事業です。 

 

１）量の見込みと確保方策 

  対象家庭に対して、必要に応じた助成を実施します。 

 

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

量の見込み(国基準：人) 25 25 25 25 25 

量の見込み(町独自基準：人) 10 10 10 10 10 

確保方策(国基準：人) 25 25 25 25 25 

確保方策(町独自基準：人) 10 10 10 10 10 

 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

特定教育・保育施設等への民間事業者の参入の促進に関する調査研究その他多様な事

業者の能力を活用した特定教育・保育施設等の設置又は運営を促進するための事業です。 

 

１）確保方策 

地域ニーズに即した保育等の事業充実を図るため、新規の事業者が円滑に新制度にお

ける保育所、小規模保育事業等での保育等事業を実施できるよう必要な支援を行います。 
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３ 子育てに関する相談、情報提供の充実 
 

妊娠期、出産期、新生児期及び乳幼児期を通して母子の健康が確保されるよう、乳幼

児健診、新生児訪問、両親学級、予防接種等の母子保健における健康診査、訪問指導、

保健指導等の充実を図ります。 

特に、親の育児不安の解消等を図るため、親への相談指導等を実施するとともに、児

童虐待の発生予防も含め、妊娠期からの継続した支援体制を図ります。 

また、子育て家庭に対して、きめ細かな子育て支援サービス・保育サービスを効果的・

効率的に提供するとともに、様々な子育て支援サービスについて、利用者に十分に周知

できるよう、子育て支援に関する情報提供を行います。 

 

（１）母子保健事業の推進 

事業名 事業展開 担当課 

母子保健システム

の充実 

個々の要支援児のカルテを作成し、一貫した母子

保健システムの充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

乳児家庭全戸訪問

事業 

周産期からの支援が必要な妊婦には、医療機関と

の連携のもと訪問指導を行います。新生児・産婦に

ついては出産早期に全戸訪問を行い、子育て不安

の軽減や産後うつ病の予防等、安心して子育てが

できるよう保健指導を行います。 

子 育 て 支 援 課 

乳幼児健康診査 集団の健康診査により、親の子どもの正常な発育

発達の理解を支援し、異常の早期発見による疾病

や障害の予防とその育児支援を行います。 

子 育 て 支 援 課 

乳幼児健康相談・

両親学級等 

妊娠・出産・育児についての相談や学びの場を提供

し、母親の育児不安や育てにくさに寄り添う適切

な保健指導を実施し、乳幼児の健やかな成長を支

援します。 

子 育 て 支 援 課 

養育支援訪問事業 養育支援が必要でありながら自分から支援を求め

ることができない家庭を早期に把握し、必要な訪

問支援を行います。 

未熟な児や支援を要する児と、またその児に対し

ての育児不安や育てにくさを感じている親に対

し、養育支援訪問を実施します。 

子 育 て 支 援 課 

不妊治療への支援 

 

不妊に悩む方への支援に関する情報提供を充実し

ます。 

子 育 て 支 援 課 
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（２）人材の確保及び相談体制の充実 

事業名 事業展開 担当課 

人材の確保 専門性を活用し、親子教室・発達相談・ことばの相

談・心理相談等を充実します。 

子 育 て 支 援 課 

育児相談 子育て支援課、公立保育所や子育て支援センター

において、育児相談を実施します。 

子 育 て 支 援 課 

利用者支援事業 子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・

保育所での教育・保育や一時預かりなど地域子ど

も・子育て支援事業等の中から適切なものを選択

し、円滑に利用できるよう、子育て支援課等で相談

を受け付けるなど利用者支援を図ります。 

子 育 て 支 援 課 
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４ 地域における子育て支援の充実 
 

地域との関わりの中で、次代を担う子どもたちが健やかに成長することができるよう

総合的な子育て支援サービスの充実を図ります。 

子どもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態及び意向を十分に踏まえ、

広く住民が利用しやすい保育サービスの提供を行います。また、利用者による選択や質

の向上に資する観点から、サービスに関する情報の提供を実施し、併せてサービスの評

価を行う仕組みの導入についても取り組んでいきます。 

  また、子育てのための施設等利用給付の実施にあたって、公正・適正な支給の確保、

 保護者の経済的負担の軽減や利便性等を勘案した給付方法について検討します。 

 

 

（１）地域における子育て支援サービスの充実 

事業名 事業展開 担当課 

学童保育の充実 保護者が安心して就労できる環境づくりのため、

学童保育においては、家庭と同様の生活を送れる

よう、保育内容の充実を支援します。また、指定管

理者制度の導入を検討し、保護者への負担軽減を

図ります。 

学 校 教 育 課 

学童保育施設の充

実 

学童保育の利用状況や利用意向をふまえて、学童

保育施設の充実を図ります。 

学 校 教 育 課 

支援員の育成 

 

保育内容の充実を図るため、研修を支援するなど、

支援員の育成を図ります。 

学 校 教 育 課 
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（２）保育サービスの充実 

事業名 事業展開 担当課 

一時預かり保育

（一時保育）の実

施 

育児の疲れをリフレッシュすることや、保護者の

疾病等による子どもの一時的な保育需要にこたえ

る、緊急時を含めた一時預かり保育を実施します。 

子 育 て 支 援 課 

特定保育の実施 一時預かり保育で対応します。 子 育 て 支 援 課 

預かり保育の実施 

 

幼稚園において時間を延長して預かる預かり保育

について、その充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

延長保育の実施 保護者の就労形態の多様化に対応するため、通常

の開所時間を超えて保育を実施します。 

子 育 て 支 援 課 

土曜日保育の充実 現在実施している土曜日保育について、必要に応

じて開所時間の拡大を検討します。 

子 育 て 支 援 課 

病児・病後児保育

の実施 

保護者の子育てと就労の両立を支援するため、病

気の子どもの一時預かりや保育中に体調不良とな

った児童への緊急対応としての保育を検討しま

す。 

子 育 て 支 援 課 

休日保育の実施 需要の推移を把握し、実施を検討します。 子 育 て 支 援 課 

障害児保育の実施 保育所や学童保育における障害児の受入れを促進

します。 

子 育 て 支 援 課 

施設の安全確保 保育施設の適切な維持・管理を図ります。また、新

たなサービスの実施等にあたっては、安全を確保

しながら必要な改修等を行います。 

子 育 て 支 援 課 

保育士の研修 保育の質の維持・向上を図るため、保育士の研修を

推進します。 

子 育 て 支 援 課 

情報提供の促進 保育園等の運営状況に関する情報の提供を行いま

す。 

子 育 て 支 援 課 
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（３）子育て支援のネットワークづくり 

事業名 事業展開 担当課 

地域子育て支援拠

点事業の充実 

子どもの健全な育成を支援するため、子育て家庭

等の相談等に応じることのできる地域子育て支援

センターの充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

幼稚園における教

育相談・情報提供

の充実 

幼稚園が地域の幼児教育拠点の一部としての機能

を発揮できるよう、支援を行います。 

子 育 て 支 援 課 

子育て支援サービ

ス情報の収集・提

供 

地域における多様な子育て支援サービスに関する

情報を一元的に把握し、保護者への情報の提供、ケ

ースマネジメント、利用援助等を行います。 

子 育 て 支 援 課 

子育て支援ネット

ワークの形成 

行政、関係機関、子育てＮＰＯ、地域活動団体等が

連携し、地域の住民が子育てへの関心を高め、地域

全体で子育て家庭を支えることができる仕組みづ

くりを進めます。特に、子育てが終わった世代を活

用したサービスの充実、子育て用品の再利用の促

進など、多様なネットワークづくりを進めます。 

子 育 て 支 援 課 

ボランティアの活

動促進 

子育て支援を行うボランティア活動について、社

会福祉協議会や愛育会等を中心に活性化を図りま

す。 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 
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（４）児童の健全育成 

事業名 事業展開 担当課 

児童館の充実 児童館事業運営の充実を図ります。 子 育 て 支 援 課 

地域ぐるみの子ど

もの体験・交流・

居場所づくり 

地域ぐるみで子どもの体験活動等を促進します。

このため、公民館事業の充実を図ります。また、高

齢者等との交流など、多様な交流機会をつくりま

す。 

子 育 て 支 援 課 

生 涯 学 習 課 

子どもの権利の擁

護 

子どもの権利条約の啓発活動を進めるとともに、

いじめや体罰など子どもへの権利侵害に対応する

ための取組みを強化します。 

子 育 て 支 援 課 

健 康 福 祉 課 

学 校 教 育 課 

生 涯 学 習 課 

総 務 課 
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５ 子どもの心身の健やかな成長に向けた教育環境の整備 
 

男女が協力して家庭を築くことや子どもを産み育てることの意義に関する教育・広報・

啓発について各分野が連携しつつ、効果的な取組を推進します。また、家庭を築き、子

どもを産み育てたいと思う男女が、その希望を実現することができるように、地域社会

の環境整備を進めます。特に、中・高校生等が、子どもを産み育てることの意義を理解

し、子どもや家庭の大切さを理解できるようにするため、乳幼児と触れ合う機会の拡大

を推進します。 

 また、次代の担い手である子どもが、個性豊かに「生きる力」を伸長することができ

るよう学校等の教育環境等の充実を図ります。 

  さらに、関係諸団体や PTA 等が連携・協力し、子どもに対する有害環境の浄化に努め

ます。 

 

（１）次代の親の育成 

事業名 事業展開 担当課 

赤ちゃんふれあい

体験事業の実施 

学校教育の一環としての社会体験チャレンジ事業

を通じて、保育園、幼稚園、児童館、子育て支援セ

ンターにおいて、乳幼児とのふれあい体験を実施

します。 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

おがわ男女共同参

画推進プランの推

進 

家庭での男性の役割の充実などを目指す男女共同

参画社会の実現のため、おがわ男女共同参画推進

プランの推進を図ります。 

総 務 課 

 

（２）子どもの生きる力の育成に向けた学校の教育環境の整備 

事業名 事業展開 担当課 

道徳教育の推進 善悪の判断力や命の大切さ、基本的なモラルなど

の倫理観、豊かな人間性などを育成するため、道徳

教育を充実します。 

学 校 教 育 課 

健康教育の推進 養護教諭・保健主事の研修等を推進し、各小中学校

における児童生徒の心と体の両面からの健康相談

活動の充実を図ります。 

学 校 教 育 課 

幼稚園、保育園、

小学校との連携 

幼稚園と保育園の連携により、教育内容、保育内容

の相互理解に努め、小学校への円滑な接続にむけ

た取組みを推進します。 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 
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（３）家庭や地域の教育力の向上 

事業名 事業展開 担当課 

家庭教育に関する

学習機会の充実 

保護者に対して子どもの発達段階に応じた情報提

供に努めます。このため、家庭教育への理解を深め

る学習機会の充実を図ります。特に、妊産婦の喫

煙、飲酒による本人及び胎児、乳幼児への健康影響

を防止するため、健康教育等の充実を図ります。 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

子どもの体験活動

の機会と場の拡大 

子ども会、子どもエコクラブ、緑の少年団活動な

ど、さまざまな体験活動の機会と場の拡充を図り

ます。また、青少年相談員活動の促進により、児童

の健全育成を図ります。さらに、小中学生と乳幼児

とのふれあい体験を実施します。 

生 涯 学 習 課 

にぎわい創出課 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

環 境 農 林 課 

 

（４）子どもを取り巻く有害環境対策の推進 

事業名 事業展開 担当課 

受動喫煙防止対策

の推進 

健康増進法の趣旨に基づき、禁煙の徹底を図るほ

か、子どもや妊婦の受動喫煙の防止対策を推進し

ます。 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

健 康 福 祉 課 

メディア・リテラ

シーの育成 

高度情報化が進展し、インターネットが普及する

中で、情報に埋没することのないよう情報を活用

する能力（メディア・リテラシー）の育成を図り、

情報化社会に生き抜く力の醸成を図ります。 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

生 涯 学 習 課 
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基本目標２ 専門的な知識や技術を要する支援 
１ 母子の健康の確保及び推進 
 

乳幼児期からの正しい食事の摂り方や望ましい食習慣の定着及び食を通じた豊かな人

間性を形成するため、乳幼児期から思春期まで発達段階に応じた食に関する学習の機会

や情報提供を行います。 

また、性に関する健全な意識の醸成と知識の普及を図るとともに、喫煙や薬物などに

関する教育や相談の体制を整備していきます。 

さらに、安心して子どもを産み、健やかに育てることができる環境の基盤である小児

救急医療体制を充実します。 

 

（１）「食育」の推進 

事業名 事業展開 担当課 

食育の推進 妊娠期における栄養・食生活の重要性の普及啓発

を図ります。また、乳幼児期、学童期、思春期を通

じて子どもへの食育に関する施策の展開を図り、

食生活の重要性の普及啓発に努めます。 

健 康 福 祉 課 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

地域の食文化の伝

承 

地域に伝わる食文化の伝承を図ります。 子 育 て 支 援 課 

健 康 福 祉 課 

にぎわい創出課 

学 校 教 育 課 
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（２）思春期保健対策の充実 

事業名 事業展開 担当課 

子どもの心の健康

支援 

学童期、思春期における心の問題が増大しており、

問題を早期に発見し、適切に対応することが必要

であることから、保健所で実施している子どもの

心の健康相談事業の活用などにより、子どもの心

の健康支援に努めます。 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

地域保健と学校保

健の連携による健

康教育の推進 

思春期の子どもたちの性教育、喫煙対策教育など

の健康教育の推進を図ります。このため、保健所、

教育委員会等との連携を強化します。 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

喫煙対策 生活習慣病のリスクファクター（危険因子）でもあ

る喫煙のリスク減少対策を推進します。 

特に、思春期保健対策の徹底を図ります。 

健 康 福 祉 課 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

薬物乱用防止セミ

ナーの実施 

思春期の子どもたちに対して、各学校の保健体育

や体育等の教科の中で薬物乱用防止についての教

育を実施します。 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

性感染症予防に関

する知識の普及 

思春期の子どもたちに対して、各学校の保健に関

する授業や保健体育の授業の中で性感染症予防に

ついての教育を実施します。 

学 校 教 育 課 

 

（３）小児医療の充実 

事業名 事業展開 担当課 

小児医療の充実 地域医療機関と連携した小児医療体制の充実を図

ります。また、町内、近隣市町村の小児医療に関す

る情報提供の充実を図ります。 

健 康 福 祉 課 

子 育 て 支 援 課 

医療費支給事業の

促進 

乳幼児から中学生までの子ども、ひとり親家庭、重

度心身障害児が、安心して医療を受けられるよう、

医療費支給事業の充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

健 康 福 祉 課 
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２ 児童虐待防止対策の推進 
 

児童虐待を防止し、全ての児童の健全な心身の成長、ひいては社会的自立を促してい

くためには、発生予防から早期発見・早期対応に努め、保護・支援・アフターケアに至

るまで、切れ目のない総合的な支援を図ります。また、児童相談所を始めとする、関係

機関の協力体制の充実も進めていきます。 

 

（１）児童虐待防止対策及び DV（ドメスティック・バイオレンス）対策の推進 

事業名 事業展開 担当課 

要保護児童対策地

域協議会 

児童虐待の禁止・予防・早期発見・対応などを図る

ため、地域の関係機関・団体の代表者で構成される

要保護児童対策地域協議会を開催し、関係機関が

連携を深めながら児童虐待防止対策を強化しま

す。 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

母子保健分野での

予防対策 

母子健康手帳交付時の面接等に、望まない妊娠へ

の相談対応や出産後早期訪問による産後うつ病予

防、育児不安への早期対応など、妊娠期からの一貫

した虐待予防に努めます。また乳幼児健診や予防

接種未受診の家庭等、児童虐待が心配される家庭

への早期面接・訪問等支援の充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

乳児家庭全戸訪問

事業 

再掲 子 育 て 支 援 課 

養育支援訪問事業 再掲 子 育 て 支 援 課 

広報・啓発活動 住民への児童虐待防止のための啓発活動を推進し

ます。 

子 育 て 支 援 課 

学校や保育園等と

の連携 

学校や保育園等での児童虐待の予防・早期発見の

取組みを強化します。 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

ＤＶ（ドメスティ

ック・バイオレン

ス）対策との連携 

家庭内で発生しているＤＶ（ドメスティック・バイ

オレンス）は暴力を感情表現や問題解決のための

手段として継承される可能性が高いこと、また、Ｄ

Ｖと児童虐待は家庭内で同時に起こりうる暴力で

あることから、連携した取組みを推進します。 

防災地域支援課 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

保育園機能の強化 保育園において児童虐待防止、未然防止に関する

取組みの充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 
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３ 母子家庭及び父子家庭の自立支援の推進 
 

ひとり親家庭が増加している中で、ひとり親家庭の子どもの健全な育成を図るために

は、きめ細かな福祉サービスの展開と自立・就業に関する相談体制等が重要であり、総

合的な対策を講じます。 

 

（１）ひとり親家庭への自立支援 

事業名 事業展開 担当課 

母子・父子自立支

援員の活用 

民生委員・児童委員からの相談活動を通じての情

報提供を行い、埼玉県西部母子・父子福祉センター

が行っている母子家庭等就業・自立支援センター

の自立支援員と連携をとり、相談に応じます。 

子 育 て 支 援 課 

保育園等の優先利

用 

保育園や学童クラブの優先利用を支援します。 子 育 て 支 援 課 

ひとり親家庭福祉

事業 

県が行う、母子家庭等日常生活支援事業・子育て短

期支援事業など、ひとり親家庭福祉事業の利用促

進を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

雇用の促進 

母子家庭の自立を支援するため、西部福祉事務所

の就業支援専門員を活用して、就労の促進を図り

ます。 

子 育 て 支 援 課 

 

就業相談に訪れた方にハローワークの求人情報を

提供します。パート等家庭外で働くことが困難な

方には内職を斡旋します。 

にぎわい創出課 

ひとり親家庭医療

費助成 

父子・母子家庭等の経済的負担を軽減するため、親

又は児童が医療機関を受診した場合の医療費の一

部負担金を県と町で助成します。 

子 育 て 支 援 課 

児童扶養手当支給 ひとり親家庭等の生活の安定と自立を促進し、児

童の福祉の増進を図るため、児童扶養手当法に基

づく手当支給に関する申請事務等を行います。 

子 育 て 支 援 課 

母子・父子寡婦福

祉資金の貸付 

県が行う、母子家庭の母、父子家庭の父、寡婦等に

対して、その経済的自立の助成を図り、その扶養し

ている児童の福祉を増進するための各種資金の貸

付申請等の事務を行います。 

子 育 て 支 援 課 
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４ 障害児施策の充実等 
 

障害児施策の充実にあたっては、障害の原因となる疾病や事故を予防するための取組

や、年齢や障害等に応じた専門的な医療や療育の提供が重要です。 

自閉症、学習障害（LD）、注意欠陥多動性障害（ADHD）などの発達障害を含む障害

のある子どもが、その可能性を十分に伸ばし、身近な地域で安心した生活を送るために、

年齢や障害等、一人ひとりの希望に応じた専門的な支援を充実させます。さらには、障

害の早期発見・治療のための取組を充実するとともに、乳幼児期を含む早期からの相談

体制を構築し、各施設や関係機関などとの連携を図りながら切れ目のない円滑な支援を

行います。 

 

（１）障害児施策の充実 

事業名 事業展開 担当課 

障害児保育の実施 保育園や学童クラブにおける障害児の受入れを実

施し、受け入れた学童クラブに応じて支援員を増

員します。 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

特別支援学校放課

後対策事業 

特別支援学校放課後学童クラブ入所の支援を検討

します。 

学 校 教 育 課 

相談支援活動を行います。 健 康 福 祉 課 

療育事業 ことばの遅れや軽度発達障害児等の支援を要する

児とその親に対し、こども発達相談・ことばの相

談・心理相談や集団の遊びの教室を実施し療育事

業の充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

児童発達支援 身近な地域の障害児支援の専門施設（事業）とし

て、通所利用の障害児への支援だけでなく、地域の

障害児・その家族に対し、相談などの支援を行いま

す。また、保育所等の障害児を預かる施設に情報提

供などを行います。 

健 康 福 祉 課 

放課後等デイサー

ビス 

学校通学中の障害児に対して、放課後や夏休み等

の長期休暇中において、生活能力向上のための訓

練等を継続的に提供することにより、学校教育と

相まって障害児の自立を促進するとともに、放課

後等の居場所づくりを推進します。 

健 康 福 祉 課 
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事業名 事業展開 担当課 

保育所等訪問支援 保育所等を現在利用中、又は今後利用する予定の

障害児が、保育所等における集団生活の適応のた

めの専門的な支援を必要とする場合に「保育所等

訪問支援」を提供することにより、保育所等の安定

した利用を促進します。 

健 康 福 祉 課 

医療型児童発達支

援 

医療型児童発達支援事業所において、児童発達支

援及び治療を提供します。 

健 康 福 祉 課 

障害児相談支援 個々の状況に合ったサービス利用を可能とする障

害児支援利用計画を作成します。 

健 康 福 祉 課 
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５ 子ども等の安全の確保 
 

子どもを交通事故から守るため、警察、保育所、学校などが連携・協力し、総合的な

観点から交通事故防止対策を推進します。 

また、子どもを犯罪等の被害から守るため、警察、学校、家庭、地域、ボランティア

などの関係団体と連携したパトロール活動の推進や情報交換などを実施するとともに、

被害に遭った子どもには、精神的ダメージを軽減し、被害からの立ち直りを支援するた

め、子どもに対するカウンセリング、保護者に対する助言等、関係団体が連携し、きめ

細かな支援を実施していきます。 

 

（１）子どもの交通安全の確保 

事業名 事業展開 担当課 

交通安全運動の推

進 

保育園や幼稚園、小学校などさまざまな場面で、交

通安全教育を推進します。 

また、小川町交通安全対策協議会を母体とする各

交通安全団体による交通安全運動の実施を支援し

ます。 

防災地域支援課 

子 育 て 支 援 課 

学 校 教 育 課 

生 涯 学 習 課 

チャイルドシート

の正しい使用の徹

底 

チャイルドシートの利用の徹底と正しい着用の普

及を図ります。 

防災地域支援課 

 

 

（２）防犯活動、防災対策の推進 

事業名 事業展開 担当課 

地域安全運動の推

進 

警察等との連携により、子どもが犯罪に巻き込ま

れないよう、地域安全運動を地域ぐるみで進めま

す。 

防災地域支援課 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

生 涯 学 習 課 

防災対策の推進 地震や台風などの災害時に、児童・生徒が安全に学

校から帰宅できるよう体制づくりを進めます。 

防災地域支援課 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

生 涯 学 習 課 
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（３）被害に遭った子どもの保護の推進 

事業名 事業展開 担当課 

家庭児童相談事業 電話及び面接相談により、児童及び家庭内におけ

る問題の状況を聞き、対応や解決方法などを指導・

助言し、事例によっては関係機関への連携により

対応します。 

子 育 て 支 援 課 

犯罪、いじめ、児

童虐待等の被害に

遭った子どもに対

するカウンセリン

グ 

教育相談事業において、被害に遭った子ども達の

カウンセリングを行い、心のケアに対応します。 

学 校 教 育 課 
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６ 子どもの貧困対策の推進 
 

子どもの貧困対策は、子ども等に対する教育の支援、生活の安定に資するための支援、

職業生活の安定と向上に資するための就労の支援、経済的支援等の施策について、子ど

もの現在及び将来がその生まれ育った環境に左右されることのない社会を実現するため、

子ども等の生活及び取り巻く環境の状況に応じて包括的に事業を実施します。 

 

（１）教育の支援 

事業名 事業展開 担当課等 

中高生の学習支援 彩の国子ども・若者支援ネットワークと連携し、生

活困窮世帯の中学生の高校進学と、高校生の中退

防止を目指している学習支援教室を紹介します。 

健 康 福 祉 課 

子どもの心の健康

支援を通した支援 

子どもの発達（知性・社会性・身体等）や、進路、

学業、心身、性格や行動、その他、教育上困ってい

ることについて、「小川町教育相談室」などにより、

相談に応じています。今後、適切なコーディネータ

ーが見つからない場合は、一時的にその役割を担

えるよう検討を行います。 

学 校 教 育 課 

 

（２）生活の支援 

事業名 事業展開 担当課等 

子どもの居場所づ

くりの推進 

現在実施されている「子ども食堂」の活動について

周知を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

ひとり親家庭福祉

事業の利用促進 

県が行う、母子家庭等日常生活支援事業・子育て短

期支援事業など、ひとり親家庭福祉事業の利用促

進を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

「個別離乳食支

援」の実施を通じ

ての家庭への支援 

栄養士による「個別離乳食支援」を実施し、離乳食

だけでなく家族への食生活指導・相談を図ること

で、望ましい食生活の普及・啓発を行います。 

子 育 て 支 援 課 
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事業名 事業展開 担当課等 

住まいへの支援 子育て家庭向けに、県営住宅や優良賃貸住宅制度

の案内を行うなど、優良な賃貸住宅について、整備

状況や優先入居の取り扱いなどの情報提供を行い

ます。多子世帯向けには、中古住宅取得・リフォー

ム支援事業の案内を行います。また、町営住宅につ

いて、母子世帯や 40 歳未満の子育て世帯に対し

優先的に入居を支援します。 

都 市 政 策 課 

子 育 て 支 援 課 

交通手段の確保な

ど、利用を促進す

る施策の検討 

公共交通があっても駅やバス停までの距離が遠い

等により利用に結びつかないことがあるため、交

通手段の確保や利用を促進する施策について検討

を行います。 

都 市 政 策 課 

 

（３）就労の支援 

事業名 事業展開 担当課等 

雇用の促進 ひとり親家庭向けには、必要に応じてコーディネ

ーターと子育て支援課が連携し、埼玉県西部福祉

事務所の就労支援専門員やハローワークに就労相

談を依頼し、雇用につなげます。また、自立支援給

付金となる教育訓練給付金や高等職業訓練促進給

付金などについて案内し、自立に向けた環境を支

援します。 

にぎわい創出課 

子 育 て 支 援 課 

長期的な取り組み

が必要な方への支

援 

ひきこもりや精神疾患等に伴い、社会との接点が

少ない時期を長く過ごした方が、就労への意欲が

ある場合に、社会復帰と就労につながるよう、障害

福祉サービスで提供されている「就労移行支援」

「就労継続支援」等の事業や、職場適応援助者（ジ

ョブコーチ）の活用などそれぞれのケースに見合

った支援を計画的に行います。 

健 康 福 祉 課 

子 育 て 支 援 課 

社会福祉協議会 
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（４）経済的支援 

事業名 事業展開 担当課等 

高校卒業までの切

れ目ない経済的支

援の促進 

これまで町で行ってきた様々な事業と、県等で行

われている事業を組み合わせることで、高校卒業

までの切れ目のない支援が行えるよう努めます。

また、町内で実施できる奨学金のあり方について

検討を行います。 

学 校 教 育 課 

子 育 て 支 援 課 

社会福祉協議会 

 

 

（５）地域による支援 

事業名 事業展開 担当課等 

地域による支援 社会福祉協議会等による子育て支援を行うボラン

ティア活動及び活動への参加に対する支援を行う

とともに、子どもや世帯が抱える極めて個人的な

情報となる経済的な面についての、適切な対応等

についての研修の実施について検討を行います。 

健 康 福 祉 課 

子 育 て 支 援 課 

社会福祉協議会 
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基本目標３ 職業生活と家庭生活との両立の推進 
１ 子育てを支援する生活環境の整備 
 

子育てを担う若い世代を中心に広くゆとりのある住宅を確保できるよう、ファミリー

向けの良質な賃貸住宅の供給を支援します。 

 また、妊産婦やベビーカー等を使用する人が、安心して外出できるよう、ユニバーサ

ルデザインに配慮した、まちづくりを進めます。さらに、子育て世帯が安心して利用で

きるトイレ等の整備や子育て施設等の整備も行います。 

 

（１）良質な住宅及び居住環境の確保 

事業名 事業展開 担当課 

優良賃貸住宅情報

の提供 

子育て家庭の支援のため、優良な賃貸住宅につい

て、整備状況や優先入居の取り扱いなどの情報提

供を検討します。 

都 市 政 策 課 

町営住宅の入居優

先 

ひとり親世帯等に対して、優先入居等公営住宅法

に基づく支援を図ります。 

都 市 政 策 課 

 

（２）安心して外出できる環境の整備 

事業名 事業展開 担当課 

段差のない幅広い

歩道の整備促進 

保育園や幼稚園の周辺や公共・公益施設周辺の歩

道は、ベビーカーの利用等に配慮した歩道整備を

推進します。 

建 設 課 

公共施設、公共交

通機関、建築物等

のバリアフリー化 

公共施設については、埼玉県福祉のまちづくり条

例に基づいた整備を推進します。 

また、人が集まる施設（駅や大型店など）のバリア

フリー化を促進します。 

都 市 政 策 課 

子育て世帯への情

報提供 

子育て家庭の外出を支援するため、子育てマップ

や施設案内、サークル案内等の情報提供を促進し

ます。情報提供にあたっては、子育て支援関連ＮＰ

Ｏなどの活用を検討します。 

子 育 て 支 援 課 

 

（３）安全・安心まちづくりの推進等 

事業名 事業展開 担当課 

ユニバーサルデザ

インによるまちづ

くり 

上位計画に基づき、ユニバーサルデザインに配慮

したまちづくりを推進します。 

都 市 政 策 課 
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２ 仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 
 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）を実現するため、全ての人が、仕事

と家庭の時間のバランスが取れる多様な働き方を選択できるよう「働き方の見直し」を

進めることが重要です。 

このため、労働者、事業主、地域住民の理解や合意形成を促進するための広報・啓発、

情報提供等を行います。 

また、安心して仕事と子育てを両立できるように、多様な働き方に対応できるように

様々な事業の充実も図ります。 

 

（１）仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

事業名 事業展開 担当課 

労働者への意識啓

発 

すべての人が、仕事時間と生活時間のバランスが

とれる多様な働き方を選択できるよう啓発に努め

ます。 

子 育 て 支 援 課 

にぎわい創出課 

企業への働きかけ

の推進 

企業に対して、育児休業制度の充実など、子育てに

やさしい職場環境を要請していきます。 

にぎわい創出課 

子 育 て 支 援 課 

 

 

（２）仕事と子育ての両立の推進 

事業名 事業展開 担当課 

ファミリ・サポー

ト・センターの充

実 

ファミリー・サポート・センター事業の充実を図り

ます。活動の充実にあたっては、他の子育て支援関

連サービスとの複合化を検討します。 

子 育 て 支 援 課 

保育サービスの充

実 

仕事と子育ての両立を推進するため、通常保育の

他、延長保育、休日保育、一時預かり保育、病児・

病後児保育等の特別保育の充実を図ります。 

子 育 て 支 援 課 

おがわ男女共同参

画推進プランの推

進 

家庭での男性の役割の充実などをめざす男女共同

参画社会の実現のため、おがわ男女共同参画推進

プランの推進を図ります。 

総 務 課 
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第５章 計画の推進体制と進捗管理 

 

１ 計画の推進体制 
本事業計画は、小川町の子ども・子育て支援に関する基本的な方向性を定めたもので

す。 

各施策の推進については、関係各課が連携し、全力で取り組んでいく必要があります。 

また、本事業計画の推進にあたっては、地域における子育て支援の拠点施設であるコ

コット（小川町子育て総合センター）と庁内関係各課が連携しながら、事業実施に伴う

調整や毎年度の計画実施状況の把握と検討を行います。 

さらに、町民の一般公募委員や地域活動団体、関係機関からなる「小川町子ども・子

育て会議」を引き続き組織し、毎年度の計画実施状況の把握と検討を行います。 

 

２ 教育・保育の推進に関する体制の確保 
（１）教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の役割と必要性 

①公立の教育・保育施設の役割 
公立の教育・保育施設は、民間保育所職員に対する研修機能、教育・保育施設間

の連携事業の実施や連絡調整など、地域の教育・保育の水準の維持・向上を図るた

めの基幹的な役割を果たすとともに、特に配慮は必要な子どもを対象とする特別な

支援、家庭の養育力の低下等による家庭での保育困難なケースへの対応など、教育・

保育施設のセーフティネットとしての役割を有します。 

 

②私立の教育・保育施設の役割 
私立の教育・保育施設は、増大する保育需要に柔軟に対応するとともに、効率的

かつ迅速な運営により、多様化する保育ニーズに対応した教育・保育事業を提供し

ます。 

 

③すべての家庭への子育て支援の充実 
教育・保育施設の利用の有無にかかわらず、すべての子育て家庭の多様なニーズ

に対応するため、放課後児童クラブや地域子育て支援拠点事業による相談・交流事

業など既存の事業の充実を図るとともに、教育・保育などの施設や子育て支援事業

などの情報提供、相談・助言などを行う利用者支援事業など新たな事業を検討しま

す。 
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（２）教育・保育施設及び地域型保育事業者との連携方策 

教育・保育施設は、地域における子育て支援の中核的な役割を担います。一方、原則と

して 3 歳未満の保育を必要とする子どもが利用する地域型保育事業においては、集団保

育のほか、屋外遊戯場における活動なども保育に係る重要な要素となってくるため、合

同保育・行事参加、園庭開放など、保育内容に関する教育・保育施設による支援が必要で

あるとともに、発達に遅れがある可能性がある子どもの早期発見やその家族に対する支

援、家庭の養育力の低下等への対応などについても教育・保育施設との連携による相談

対応が不可欠です。 

このため、教育・保育施設は、地域型保育事業を行う者及び地域子ども・子育て支援事

業を行う者等と連携し、必要な保育内容などの支援を提供するものとします。 

 

（３）幼稚園及び保育所と小学校等との連携方策 

①幼稚園及び保育所から小学校への円滑な接続 
幼稚園及び保育所から小学校への円滑な接続を図るため、子どもに関する情報の

共有を図ります。そのため、保育士と小学校の教員の交流を図り、幼児と児童の実

態について理解を深めるための合同研修会等を検討します。 

 

②学童保育の利用支援の充実 
土曜日及び小学校の休業日の利用時間の拡充を行い、利用の充実を図ります。 

 

（４）ココット（小川町子育て総合センター）におけるワンストップ支援 

  ココット（小川町子育て総合センター）は、地域における子育て支援の拠点施設とし

て妊娠前から子育て期まで、切れ目のない支援体制の充実を目指して、当町の子育て支

援に関する業務をすべてワンストップで提供するものとします。総合窓口として子育て

支援課業務を行うほか、児童相談、子育て情報の提供、母子保健に関する各種事業、子育

て支援センター事業、ファミリー・サポート・センター事業等を展開します。 
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３ 計画の点検・評価などの進捗管理 
本事業計画の推進に当たっては、各年度においてその実施状況を一括して把握・点検・

評価し、その結果をその後の実施や計画の見直しに反映していくことが必要です。 

そこで、関係各課と連携のもとに、毎年度実施状況を把握・点検し、各施策を総合的

かつ計画的に推進します。 

また、本事業計画策定に関わっていただいた「小川町子ども・子育て会議」を存続し、

町民や各関係団体等の意見を反映させていくとともに、多くの町民の声が活かせるよう

に広報やホームページ等を活用した意見収集に努め、本事業計画の評価、改善を継続的

に進めていきます。 

さらに、この計画の主人公である「子どもたちの声」や「子育て家庭の声」を中心に、

利用者の視点に立った声を生かせるよう町民から意見をいただきながら、計画の実行性

や見直しに努めます。 
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資料編 

１ 計画策定の経緯 
 

 

令和元年度 

年 月 日 内         容 

７月４日 

  

第１回 小川町子ども・子育て会議 

（１）子ども・子育て支援事業計画等進捗状況について 

（２）子ども・子育て支援事業計画策定のスケジュールについて 

（３）子ども・子育て支援事業計画策定に係るニーズ調査について 

９月 27 日 第２回 小川町子ども・子育て会議 

（１）第１期子ども・子育て支援事業計画の見直し 

（２）第２期子ども・子育て支援事業計画の基本的な考え方について 

１月24日～     

２月21日 

パブリックコメントの実施 

2 月２８日 第 3 回 小川町子ども・子育て会議 

（１）パブリックコメントの結果について 

（２）第２期子ども・子育て支援事業計画案について 
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２ 小川町子ども・子育て会議条例 
 

      平成２５年９月１０日 
      条 例 第 ２６ 号 

 
 （設置） 
第１条 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第７７条第１項の

規定に基づき、小川町子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）を置く。 
 （所掌事務） 
第２条 子ども・子育て会議は、次に掲げる事務を処理する。 
 ⑴ 法第７７条第１項各号に規定する事務を処理すること。 
 ⑵ 前号に掲げるもののほか、子ども・子育て支援施策に関し必要と認める事項について調査審

議すること。 
 （組織） 
第３条 子ども・子育て会議は、委員１８人以内で組織する。 
２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。 
 ⑴ 子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 
 ⑵ 子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 
 ⑶ 子ども・子育て支援に関係する団体から推薦を受けた者 
 ⑷ 町民のうちから公募により選出された者 
 ⑸ その他町長が必要と認める者 
 （任期） 
第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。 
２ 委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 （会長及び副会長） 
第５条 子ども・子育て会議に会長及び副会長１人を置き、委員の互選によりこれを定める。 
２ 会長は、会務を総理し、子ども・子育て会議を代表する。 
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
 （会議） 
第６条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
２ 子ども・子育て会議の会議は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 
３ 子ども・子育て会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 
 （関係者の出席等） 
第７条 子ども・子育て会議は、審議のため必要があると認めるときは、関係者に対し、出席を求

めて意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 
 （守秘義務） 
第８条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、また、同様と

する。 
 （庶務） 
第９条 子ども・子育て会議の庶務は、子育て支援を主管する課において処理する。 
 （委任） 
第１０条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営その他必要な事項は、会長が

子ども・子育て会議に諮って定める。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
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３ 小川町子ども・子育て会議委員名簿 
 
                                   （敬称略） 

選 出 区 分 関  係  団  体 役  職 氏   名 

事業に従事 

する者 

民間保育園 
小川保育園 

園  長 
 尾 島 満 矢 

民間幼稚園 おがわ幼稚園  福 地 文 恵 

学童保育 
第２風の子 

学童クラブ 
 清 水 友 絵 

ファミリーサポートセンター アドバイザー  岸 野 雅 子 

学識経験を 

有する者 

小川町区長会 副会長 ◎鈴 木 好 幸 

埼玉県川越児童相談所 副所長  山 川 玲 子 

埼玉県西部福祉事務所 副所長  高 橋   明 

   

団体から推薦 

を受けた者 

小川町民生児童委員 

（主任児童委員） 

主任児童 

委  員 
 田部井 由利子 

愛育会連絡協議会 会  長 ○髙 橋 修 子 

小川町ＰＴＡ連合会 幹  事  鈴 木 佐知子 

 

公募により 

選出された者 

 

   青 柳 彰 子 

   小 宮 愛 子 

 

その他町長が 

必要と認める 

者 

 

企業関係者（小川町商工会） 青年部長  増 田 圭 亮 

勤労者代表 

（比企西部地区労） 
顧  問  吉 田 和 男 

町行政機関 副 町 長  髙 窪 剛 輔 

町行政機関 
学校教育 

課  長 
 下 村   治 

町行政機関 
健康福祉 

課  長 
 岸   栄 子 

 ◎：会長  ○：副会長 
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４ 小川町子ども・子育て支援事業計画策定庁内検討委員会設置要綱 
 

令和元年 ５月１５日 

訓 令 第   １号 

 

（設置） 

第１条 小川町子ども・子育て支援事業計画（以下「事業計画」という。）の策定に関し、

必要な事項を検討するため、小川町子ども・子育て支援事業計画策定庁内検討委員会（以

下「検討委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 検討委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１） 事業計画の策定に関すること。 

（２） その他事業計画の策定に必要な事項に関すること。 

（組織） 

第３条 検討委員会は、副町長及び別表に掲げる課に所属する職員のうちから任命権者が

指名する者をもって組織する。 

２ 検討委員会に委員長及び副委員長を置く。 

３ 委員長は副町長とし、副委員長は委員の互選により選出する。 

４ 委員長は検討委員会を総括する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

 （会議） 

第４条 検討委員会の会議は、委員長が召集し、その議長となる。 

２ 検討委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 

３ 検討委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決すると

ころによる。 

４ 検討委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求めて意見を聴くことが

できる。 

 （庶務） 

第５条 検討委員会の庶務は、子育て支援課において処理する。 

 （その他） 

第６条 この訓令に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

別に定める。 

  附 則 

１ この訓令は、令達の日から施行する。 

２ この訓令は、事業計画の策定の日にその効力を失う。 
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別表（第３条関係） 

所 属 

総務課 

政策推進課 

防災地域支援課 

健康福祉課 

子育て支援課 

にぎわい創出課 

建設課 

都市政策課 

学校教育課 

生涯学習課 
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５ 小川町子ども・子育て支援事業計画策定庁内検討委員会名簿 
 
 

所属課 グループ 役 職 氏名 

  副町長  ◎髙 窪 剛 輔 

総務課 総務Ｇ 主査   梅 澤 明希子 

政策推進課 政策推進 G 主幹  ○石 川   勝 

防災地域支援課 防災地域支援 G 主査   山 岸 俊 男 

健康福祉課 福祉 G 主席主査   山 﨑 由 和 

にぎわい創出課 企業支援 G 主査   内 田 真理子 

建設課 土木 G 主席主査   田 嶋 伸 弘 

都市政策課 都市政策 G 主査   原 川 温 史 

学校教育課 学校教育 G 主幹   磯 田 雅 之 

生涯学習課 図書館 G 主査   蜂 谷 信 子 

◎：委員長  ○：副委員長 
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